
　 　

１．法人の概要 【役員名簿】

役職名 氏名 現任期終了 備考

理 事 長 小林　哲彦 R9.3.31 常勤

副 理 事 長 石木　慎一 R9.3.31 常勤

理 事 三浦　健一 R9.3.31 常勤

理 事 靜間　基博 R9.3.31 常勤

監 事 谷井　健一
R6年度財務諸表

承認日

監 事 大槻　和子
R6年度財務諸表

承認日

千円

千円

千円

千円

千円

千円 　 　

２．役職員の状況 （単位：人）

　

　 府派遣 府OB 府派遣 府OB 府派遣 定数 各 1 人

4 0 1 0 1 4 0 2 人以内

2 0 0 0 0 2 0 2 人以内

28 30 任期 2 年

3 1 0 1 0 3 1 2 年

201 205

6 3 1 3 1 4 3 選任方法

238 4 1 4 1 242 4

233 人）の

 歳年間給与手当支給額平均 7,983 千円 平均年齢 47.1

地方独立行政法人　大阪産業技術研究所

【令和７年７月１日現在】

代 表 者 名 理事長　　小林　哲彦 設立年月日 現職名

和泉センター長

森之宮センター長

公認会計士

電 話 番 号 ０７２５（５１）２５０６ 法人所管課 商工労働部中小企業支援室ものづくり支援課

平成２９年４月１日

所 在 地 和泉市あゆみ野２－７－１

設立目的
弁護士

Ｈ Ｐ ア ド レ ス https://orist.jp

地方独立行政法人法（平成15年法律第118号）に基づき、産業技術に関する試験、研究、相談その
他の支援を行うとともに、これらの成果の普及及び実用化を促進することにより、産業技術とものづ
くりを支える知と技術の支援拠点として、中小企業の振興等を図り、もって大阪経済及び産業の発
展並びに住民生活の向上に寄与することを目的とする。（平成29年4月、（地独）大阪府立産業技術
総合研究所と（地独）大阪市立工業研究所が新設合併し、（地独）大阪産業技術研究所として新た
に業務を開始。）

法人経営本部長
（元大阪府収用委員会事務局長）

9,625,917

その他の団体 0

66.5%

33.5%

0.0%

0.0%

役
員

令和５年度 令和６年度 令和７年度

資本金総額 14,479,042

備考

大阪市

0.0%

 

4,853,125
主　な

出資団体
（出資割合）

大阪府

府OB

非常勤役員 0 監事

常勤役員 4 1

2

役員の定数・任期・選任方法

理事長・副理事長

理事

【各年度７月１日時点】

理事長・副理事長

理事

監事

理事長は、市長と協議の上、知事が任命する
副理事長及び理事は、理事長が任命する
監事は、市長と協議の上、知事が任命する

203

241 0

3 0

5 0

任命の日から、任命の日の理事長の任期の末日を含む
事業年度についての財務諸表の承認の日まで

プロパー職員（ 給与に関する状況（令和６年度）

管
理
職

常勤職員計

プロパー職員一
般
職 その他

プロパー職員

職
員

その他

30



地方独立行政法人 大阪産業技術研究所

【事業計画及び事業実績】

90.0% 利用満足度 97.3% 90.0%

128件 100件 128件

100件 111件 100件

520人 1,269人 520人

33件 38件 33件

987件 898件 987件

100件 99件 100件

35件 30件 35件

611百万円 644百万円 611百万円

中小企業の成長を支えるため
の多様な技術分野における技
術支援

多様な企業ニーズに応える
技術相談の充実

多様な企業ニーズに応える
企業支援研究の推進

利用満足度

３．主要事業の概要　

事　業　名 事　項
事　業　量　

備　考
令和６年度計画 令和６年度実績 令和７年度計画

企業支援研究
実施件数

企業支援研究
実施件数

利用満足度

企業支援研究
実施件数

技術支援のための研究力・技
術力の向上に資する研究開発
の推進

時代のニーズに対応した戦
略的な研究の推進

競争的研究
実施件数

競争的研究
実施件数

産業を支える人材の育成 企業が求める技術者の育
成等

人材育成延べ
人数

人材育成延べ
人数

競争的研究
実施件数

人材育成延べ
人数

製品化・成果
事例件数

顧客満足度を高める事業化ま
での一気通貫の企業支援

利用拡大に向けた戦略的・
積極的な情報発信

企業への技術移転等を見
据えた知財戦略の推進

製品化・成果
事例件数

技術情報発信
件数

審査の上掲載
された研究論文
発表件数

知的財産出願・
秘匿化件数

技術情報発信
件数

審査の上掲載
された研究論文
発表件数

知的財産出願・
秘匿化件数

製品化・成果
事例件数

技術情報発信
件数

審査の上掲載
された研究論文
発表件数

知的財産出願・
秘匿化件数

事業収入の確保 事業収入の確保と政策的な
料金設定

事業収入額
（競争的研究費
を除く）

事業収入額
（競争的研究費
を除く）

事業収入額
（競争的研究費
を除く）



地方独立行政法人 大阪産業技術研究所

４．大阪府の財政的関与の状況 （単位：千円）

令和４年度 令和５年度 令和７年度

実績 実績 当初予算 実績 当初予算

0 0 0 0 0
0 0 0 0 0
0 0 0 0 0

2,116,731 2,166,235 2,434,487 2,352,787 2,196,863
（報酬等） 146 127 207 174 207

（交付金） 2,116,585 2,166,108 2,434,280 2,352,613 2,196,656

2,116,731 2,166,235 2,434,487 2,352,787 2,196,863

（単位：千円）

令和４年度 令和５年度 令和６年度

0 0 0 　 　
0 0 0 　 　

区　　分
令和６年度

補助金、委託料等の内容

補　助　金

委　託　料

審議会委員にかかる報酬等

運営費交付金

貸　付　金 　

その他（交付金・分担金・負担金・出資金等）
（
内
訳

）

　

　

府損失補償・債務保証契約に係る債務残高（期末）

府借入金残高（期末）

合　　　　　計

区　　分



地方独立行政法人 大阪産業技術研究所

　

５．財務状況
(単位：千円）　

令和４年度 令和５年度 令和６年度 前年度比増減

16,290,180 15,936,548 16,167,794 231,246
959,004 1,023,727 1,640,069 616,342
702,021 662,234 1,307,973 645,739
65,173 147,498 106,844 △ 40,654

191,810 213,995 225,252 11,257
15,331,176 14,912,822 14,527,725 △ 385,097
13,708,218 13,168,363 12,731,360 △ 437,003

1,031 893 1,375 482
1,621,927 1,743,566 1,794,990 51,424

4,011,917 3,989,736 4,632,822 643,086
834,111 808,421 1,476,683 668,262
39,750 86,156 519,797 433,641

439,132 357,663 580,453 222,790
355,230 364,601 376,434 11,833

3,177,805 3,181,315 3,156,138 △ 25,177
5,000 0 0 0

0 0 0 0
3,172,805 3,181,315 3,156,138 △ 25,177

12,278,264 11,946,813 11,534,972 △ 411,841
14,479,042 14,479,042 14,479,042 0

△ 2,650,242 △ 3,098,791 △ 3,480,329 △ 381,538
449,464 566,562 536,260 △ 30,302

0 93,831 140,671 46,840
0 0 30,745 30,745

355,633 298,947 260,016 △ 38,931
93,831 173,784 104,829 △ 68,955

0 0 0 0

16,290,180 15,936,548 16,167,794 231,246

　

長期寄附金債務

長期未払金

その他固定負債

固定負債

固定資産

運営交付金債務

流動資産
資産合計

資本金

資本剰余金

利益剰余金

純資産合計

貸
借
対
照
表

現金及び預金

未払金

その他流動負債

流動負債

未収入金

その他流動資産

負債合計

有形固定資産

無形固定資産

投資その他資産

負債純資産合計
その他有価証券評価差額金

目的積立金

※単位未満は四捨五入を原則としたため、内訳の計と合計が一致しない場合がある。

積立金

前中期目標期間繰越積立金

当期未処分利益



地方独立行政法人 大阪産業技術研究所

(単位：千円）　

令和４年度 令和５年度 令和６年度 前年度比増減

4,286,447 4,459,266 4,557,929 98,663
2,847,330 3,030,045 3,096,965 66,920

176,026 176,210 179,662 3,452
357,845 353,672 377,925 24,253
160,167 181,291 158,813 △ 22,478
17,441 4,285 6,855 2,570

727,639 713,763 737,709 23,946
4,201,330 4,320,627 4,498,717 178,090
3,665,053 3,772,031 3,750,056 △ 21,975

研究経費 1,363,889 1,449,229 1,520,731 71,502
受託研究等経費 150,632 167,502 165,352 △ 2,150
人件費 2,150,533 2,155,300 2,063,972 △ 91,328

536,276 548,596 748,661 200,065
85,117 138,640 59,212 △ 79,428

1,825,715 9,910 0 △ 9,910
1,827,036 0 0 0

83,796 148,549 59,212 △ 89,337

0 0 24,272 24,272

10,035 25,235 21,344 △ 3,891

93,831 173,784 104,829 △ 68,955

保有総額
<令和6年3月31日時点>

保有総額（A）
<令和7年3月31日時点>

時価評価額(B)
<令和7年3月31日時点>

0 0 0

当期総利益

当期純利益・損失

経常利益・損失
一般管理費

運営費交付金収益

使用料収益

業務費
経常費用

前中期目標期間繰越積立金取崩額

手数料収益

受託研究・事業等収益

補助金等収益

その他収益

目的積立金取崩額

臨時利益
臨時損失

仕組債の保有状況

経常収益
　

保有総額と時価評価額差
(B)－(A)

0

※単位未満は四捨五入を原則としたため、内訳の計と合計が一致しない場合がある。

損
益
計
算
書



地方独立行政法人 大阪産業技術研究所

６．参考資料

キャッシュ・フロー計算書
（単位：千円）

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー
原材料、商品又はサービスの購入による支出 △ 1,050,605
人件費支出 △ 2,703,559
その他の業務支出 △ 101,638
運営費交付金収入 4,245,769
運営費交付金の返還による支出 0
受託研究収入 43,579
共同研究収入 40,047
受託事業収入 80,109
使用料収入 180,554
手数料収入 375,794
補助金等収入 63,897
預り科研費補助金等受払(△は減少） 1,646
その他収入 60,357

業務活動によるキャッシュ・フロー 1,235,951

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
有価証券の取得による支出 △ 100,259
有形固定資産の取得による支出 △ 454,845
無形固定資産の取得による支出 △ 620

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 555,723

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
リース債務の返済による支出 △ 34,488

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 34,488

Ⅳ 資金の増加額 645,739
Ⅴ 資金期首残高 662,234
Ⅵ 資金期末残高 1,307,973

※単位未満は四捨五入を原則としたため、内訳の計と合計が一致しない場合がある。

(注） （単位：千円）
1 資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

現金及び預金 1,307,973
資金期末残高 1,307,973



地方独立行政法人 大阪産業技術研究所

利益の処分に関する書類
（単位：千円）

Ⅰ　当期未処分利益 104,829
当期総利益 104,829

Ⅱ　利益処分額
積立金
地方独立行政法人法第40条第3項により設立団体の長の
承認を受けようとする額
　　研究開発及びその研究成果の普及、活用並びに企業
　　支援の質の向上と組織運営改善目的積立金 104,829 104,829

行政コスト計算書
（単位：千円）

Ⅰ 損益計算書上の費用
　　業務費 3,750,056
　　一般管理費 748,661
　　臨時損失 0

　　　　損益計算書上の費用合計 4,498,717

Ⅱ その他行政コスト
　　減価償却相当額 471,053
　　除売却差額相当額 0
　　　その他行政コスト合計 471,053

Ⅲ 行政コスト 4,969,770

※単位未満は四捨五入を原則としたため、内訳の計と合計が一致しない場合がある。
（単位：千円）

(注) 地方独立行政法人の業務運営に関して住民の負担に帰せられるコスト
行政コスト 4,969,770
自己収入等 △ 756,347
機会費用 163,051
地方独立行政法人の業務運営に関して住民の負担に帰せられるコスト 4,376,474



地方独立行政法人 大阪産業技術研究所

純資産変動計算書 （単位：千円）

14,479,042 14,479,042 1,982,270 △ 5,080,190 △ 872 △ 3,098,791 298,947 93,831 0 173,784 0 566,562 11,946,813

当期変動額

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 89,515 0 0 89,515 0 0 0 0 0 0 89,515

0 0 0 5,898 △ 5,898 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 △ 471,053 0 △ 471,053 0 0 0 0 0 0 △ 471,053

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 143,040 30,745 △ 173,784 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 59,212 59,212 59,212 59,212

0 0 0 0 0 0 △ 38,932 0 0 21,344 21,344 △ 17,588 △ 17,588

0 0 0 0 0 0 0 △ 96,200 0 24,272 24,272 △ 71,928 △ 71,928

0 0 89,515 △ 465,155 △ 5,898 △ 381,537 △ 38,932 46,840 30,745 △ 68,956 104,829 △ 30,303 △ 411,840

14,479,042 14,479,042 2,071,786 △ 5,545,345 △ 6,769 △ 3,480,329 260,016 140,671 30,745 104,829 104,829 536,260 11,534,972

※単位未満は四捨五入を原則としたため、内訳の計と合計が一致しない場合がある。

　　　　　前中期目標期間繰越積立金取崩

　　　　　目的積立金取崩

当期変動額合計

当期末残高

前中期
目標期間

繰越積立金
目的積立金 積立金

減価償却相当
累計額（△）

うち当期総利益

　　　　　設立団体等納付金の納付

当期首残高

　Ⅰ　資本金の当期変動額

　Ⅱ　資本剰余金の当期変動額

   　　　 固定資産の取得

   　　　 固定資産の除売却

　　　　　当期純利益

除売却差額
相当累計額（△）

地方
公共団体
出資金

資本金
合計

資本
剰余金

　　　　　減価償却

　Ⅲ　利益剰余金の当期変動額

　（１）　利益の処分又は損失の処理

　　　　　前中期目標期間からの繰越し

　　　　　利益処分による積立

Ⅰ　資本金 Ⅱ　資本剰余金 Ⅲ　利益剰余金

　　　　　利益処分による取り崩し

　（２）　その他

純資産
合計

その他行政コスト累計額

資本剰余金
合計

当期未処分利益 利益剰余金
合計


